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1 ．はじめに

　日本においては1990年代以降，公教育だけでは対処
しきれない多様な問題が現出してきたことも相俟っ
て，公立学校の外部で活動を進める親や住民の位置づ
けを再定位しようとする動きが，次の二つの位相にお
いて広がってきた。第一に，親や住民による学校経営
や教育活動への参画を促すための制度が整えられてい
る。2004年には親や住民の意見や要望を学校の意思決
定に反映させる学校運営協議会が法制化され，2008年
からは学校に対するボランタリーな支援を親や住民に
求める学校支援地域本部の設置が進められた。学区で

NPO法人を立ち上げる事例も見られるなど，学校の
経営に携わるだけでなくその活動を支援する存在と
して，親や住民が地域のなかで組織化されようとし
ている（堀内 2002）。第二に，オルタナティブな教育
を模索する「親の会」やフリースクール・フリース
ペースが公教育の中に組み込まれようとしている。学
校が作り出す価値や規範を問い直すため，障碍のある
子どもを持つ「親の会」や不登校の子どもを受け入れ
るフリースクール・フリースペースでは，従来から独
自の理念を掲げた実践や運動が行われてきた。しかし
近年，ガバメントからガバナンスへの転換が求めら
れるなかにあって，「親の会」やフリースクール・フ
リースペースとの間にパートナーシップを築こうとす
る公的セクターの動きも見られる。オルタナティブな
教育を模索する「親の会」やフリースクール・フリー
スペースの活動が，公私協働を推し進める教育改革の
流れに巻き込まれつつあると言えよう（永田 2005：
274-276）。
　学校経営や教育活動に参画する親や住民であれ，オ
ルタナティブな教育を模索する「親の会」やフリース
クール・フリースペースであれ，その活動は「市民に
よる教育事業」と総称されてきた（平塚 2003）。「市
民による教育事業」の中には法人格を取得する団体も
あり，いわゆる「教育NPO」や「子どもNPO」へと発
展するケースも見られる。子育て支援や文化振興を主
たる事業とする「教育NPO」や「子どもNPO」も少な
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くないが（吉田 2004），「市民による教育事業」に対
する関心の高まりは，公教育の一端を担う新たな主体
として市民の参入・台頭が進んだことを表わしている
と言えよう。実際に，佐藤一子（2002：127）は，「子
どもNPOは，子どもの豊かな発達を父母・住民の手で
学校外にねづかせていく市民的協同事業であるととも
に，教育協同の方法によって学校と連携し，新しい学
びや文化を学校に提起していく可能性をもっている」
と指摘するなど，学校教育に対して新たな価値や規範
をもたらす主体として「子どもNPO」を位置づける。
同様に，平塚（2004）は，「市民による教育事業」が
生成した背景について「制度としての学校教育の機能
不全の進行とも深い関わりがある」と指摘し，1980年
代以降に制度化・システム化・管理化の進行した学校
が社会や子どもなどの現実との対応能力を弱め，地域
社会との接続関係を失ったことをその要因の一つに挙
げている。「市民による教育事業」に対しては，学校
教育の閉鎖性や画一性を打ち破る契機となるよう期待
も寄せられてきたことが窺える。
　しかし同時に，公的セクターからの規制や評価にさ
らされるなかで，従来は公立学校の外部に位置してい
た「市民による教育事業」に対して，統制や動員のシ
ステムが築かれることを懸念する声も聞かれる。たと
えば，「ボランタリーな活動というのは」「コストも安
上がりで実効性も高いまことに巧妙なひとつの動員

0 0

の
かたちでありうる

0 0 0 0

」（中野 1999：76，傍点ママ）とい
う指摘からも理解されるように，親や住民によるボラ
ンタリーな学校支援は財政効率化というロジックの
もとで安価な労働力として用いられる可能性を有す
る（廣瀬 2003）。また，NPMの手法をとる日本のガバ
ナンス改革のもと，活動資金や社会的評価と引き換え
に「子どもNPO」をはじめとする「市民による教育事
業」が公的セクターの下請けになるとすれば（石井山 
2004），その活動は学校教育の閉鎖性や画一性を打破
するものから補完するものへ転化する。「市民による
教育事業」の持つ可能性を論じた平塚自身が，「現在
の『改革』潮流には，ともすればNPO・市民社会セク
ターで重視されてきた民主主義や参加の視点が欠落し
がちでもあり，民主主義の重視なきNPOの参入は，そ
の市場化や行政下請け化への歯止めを失うことにもな
りかねない」（平塚 2004：63）と指摘するように，こ
れまでの議論では，親や住民の位置づけを再定位しよ
うとする動きに対して，両義的な評価がなされてきた
と言えよう。
　それでは，公教育における親や住民の位置づけを再

定位する動きが有する可能性と限界について，これま
でにどのような議論がなされ，そこにいかなる課題を
指摘できるのだろうか。本稿では，「市民による教育
事業」に関して先行する議論をレビューしながら，そ
の論点を抽出し，これからの研究課題として取り組む
べき点を指摘する（ 2章）。併せて，当該の研究課題
に迫るための理論枠組についても検討を行い，子ども
への〈支援〉という観点から「市民による教育事業」
の活動に迫る必要があることを示す（ 3章）。「市民に
よる教育事業」に対する両義的な評価が渦巻く中に
あって，これまでの議論を整理し，今後の研究課題を
導出する意義は少なくないと言えよう。

2 ．「市民による教育事業」をめぐる論点

　本章では，親や住民による学校経営や教育活動への
参画を促すための制度や，「親の会」やフリースクー
ル・フリースペースとの間にパートナーシップを築こ
うとする公的セクターの動きが，先行する議論でどの
ように位置づけられてきたのかを確認し，「市民によ
る教育事業」をめぐる論点を明らかにする。両者はと
もに公教育における親や住民の位置づけを再定位する
動きに位置づくものの，これまでは，前者が「教育参
加」の問題として，後者が「教育運動」の問題として，
議論される傾向にあった。そこで本章でも，「教育参
加」と「教育運動」についてそれぞれの先行研究をレ
ビューすることで，「市民による教育事業」に関して
今後取り組むべき研究課題を導出したい。

Ａ．教育参加
　親や住民による教育参加の問題は，教育法学や教育
行政学，学校経営学のなかで長く論じられてきたテー
マだと言える。教育法学においては，以前からそれが
権利の問題として捉えられ，教師の教育権に焦点を当
てるだけでなく，父母や子どもの位置づけそのものも
問われるようになったとされる（植田 2001）。特に今
橋（1983）は，校則や体罰による管理主義的な教育に
対する批判を行うなかで，父母・住民が無権利状態に
あるという問題を指摘し，制度的にも教育参加を保障
していく必要があることを訴えた。同様に牧（1990）
は，専門職集団の自律性と父母・住民の学校統制とは
必ずしも予定調和的関係にないことを踏まえたうえ
で，学校を「開かれた」ものとすることの重要性を説
いた。
　1990年代に入ると，中央教育審議会の答申などで
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も，学校が社会に対して閉鎖的であるという認識のも
とに，「開かれた学校」の必要性が唱えられるように
なる。「開かれた学校」は，地域人材の活用による新
たな学習機会の提供や地域そのものの活性化など，多
様な目標が合流する形で推し進められたが，「いじめ」
や「不登校」など子どもの問題状況の解決という課題
も意識されていた（堀内 2006）。かつて黒崎（1994：
173）は，親の教育権の具体化の問題として教育参加
が理論化されてきたことの限界性を指摘したうえで，
シカゴの学校改革から学ぶべき教訓として「今日の学
校改革，参加の理論においては，専門家の活動の質を
変えていくメカニズムを生み出すものとして学校参加
のインパクトを考えていくことが必要である」とし
た。また岩永（2000：244-245）も，教職員の論理を
優先し，閉鎖的な循環を繰り返しているとされる学校
組織に「ゆらぎ」を与えるための装置・異質情報とし
て，教育参加の有効性を説く。親や住民による学校経
営や教育活動への参画が求められるなかでは，教師の
プロフェッショナリズムに対置される親や住民のアマ
チュアリズムに注目が寄せられてきたと言えよう。
　ただ同時に，親や住民による学校への参画を促すこ
とで，学校教育からの離脱や逸脱を余儀なくされてき
た親や子どもへの抑圧や排除が強まることも懸念され
てきた。そもそも「開かれた学校」を求める議論のな
かでは，親や住民が学校の所有・管理に責任を負うこ
とが暗黙のうちに前提とされ，資源や意思の担い手
として「地域」という主体が想定されている（水本 
2002；苅谷 2004）。そのため，親や住民が多様な価値
や背景を持つことが見逃されやすく，参加に依拠する
学校づくりは「マイノリティや社会的弱者に位置する
親の考えや要求を封じ込めてしまう結果になりかねな
い」とも指摘されてきた（広田 2004：66）。また，先
にも述べたように，学校支援という名の「ボランティ
ア」へ自発的に動員された親や住民による実践は，学
校の価値や規範を補完・代替するものへと水路づけら
れる可能性を有する（1）。たとえ学校教育の閉鎖性や画
一性を打破する契機になったとしても，それがある特
定の属性を持つ子どもの抑圧や排除に繋がるのであれ
ば，親や住民の位置づけを再定位する動きには慎重に
ならねばならない。抑圧や排除の問題を乗り越え，あ
らゆる子どもの成長や発達に資するような教育参加の
在り方を模索する必要があろう。
　しかしながら，学校に参画する親や住民には，マイ
ノリティや社会的弱者に位置する子どもとどのように
向き合うことが求められるのか，これまでの研究では

明らかにされていない。その理由は大きく次の二つに
ある。一つは，学校に参画する親や住民が子どもたち
との間にいかなる関係を取り結んでいるのか，そもそ
も検討がなされていないことである。先行する議論で
は，新たな教育実践の導入にむけて活動する親や住民
の姿を教師との関係から描き出すものが多く（横山・
清水 2005；諏訪・渥美 2006），学校に参画する親や住
民が子どもの学習や生活とどのように向き合っている
のか，検討に付されてこなかった。学校－家庭・地域
の連携に伴う子どもへの「効果」を探索する研究もな
されているが（柏木 2002，2006），親や住民が子ども
との間に取り結ぶ関係性そのものに焦点を当てた議論
は見られない。もう一つは，教師とは異質な価値や論
理を持つ親や住民の姿に分析の焦点が当てられてこな
かったことにある。これまでの研究では，学校－家
庭・地域が同質の価値を共有するに至ることを「協働」
と捉える議論が多く，三者による一体的な取り組みが
強調されてきた（2）。しかし，学校の持つ価値や規範か
ら離脱・逸脱する傾向にある子どもとの関係を取り結
ぶのであれば，教師のプロフェッショナリズムに対置
される親や住民のアマチュアリズムが果たす機能にも
着目しなければならない。
　以上の議論を踏まえると今後の研究では，学校経営
や教育活動へ参画する親や住民には，社会や学校で困
難な状況に置かれる子どもたちとどのように向き合う
ことが求められるのか，教師の持つ価値や論理との差
異にも目を向けながら，明らかにする必要がある。そ
もそも次世代の育成という役割を担う学校において，
親や住民の参加を広げることは，それ自体が目的とは
ならず，学びの場に変革を促す手段に過ぎない（大桃 
2000）。教育参加の拡大に伴う抑圧や排除の問題を乗
り越えるためにも，あらゆる子どもの成長や発達を支
えるうえで「市民による教育事業」はどのような活動
や実践を切り開けばよいのか，検討に付すことが課題
となる。

Ｂ．教育運動
　オルタナティブな教育を模索する「親の会」やフ
リースクール・フリースペースは，いじめや障碍を理
由として学校教育からの離脱や逸脱を余儀なくされて
きた子どもたちのニーズに柔軟性をもって応答するな
かで，教師の作り出す価値や規範の問題性を告発する
「教育運動」を展開してきた（中西 1996）。たとえば，
フリースクール・フリースペースの先駆けとなった東
京シューレでは，「競争や管理の学校教育のあり方を
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批判し，それらと対比する形で，自由や本来の自分が
尊重される場としてフリースクールを意味づけて」い
た（佐川 2009：50）。また，統合教育を目指す親たち
が，普通学級から障碍児が排除されてきたことを批
判し，「障碍」というカテゴリーの有する意味を問い
直してきたことは広く知られている。「親の会」やフ
リースクール・フリースペースが推し進めてきた実践
は，教師とは異質な価値や論理を持ちながら，社会や
学校で困難な状況に置かれる子どもたちのニーズに応
答してきたという点で，参照すべき先駆的な事例に位
置づけることができよう。
　「親の会」やフリースクール・フリースペースが模
索する「オルタナティブ教育」というのは，メインス
トリームの教育に対する「相対的な概念」に過ぎない
ものの，そこには既存の学校教育を塗り替えるよう
な「刷新性」に対する期待も込められていた（永田 
2005：12-38）。実際に，「親の会」が母体となった「オ
ルタナティブな学び舎」やフリースクール・フリース
ペースでは，大人と子どもの地位に区別がなく，規則
の制定に子どもの参画が保障されるなど，特徴的な実
践が行われていることも明らかにされている（菊池・
永田 2000）。ただ，日本をはじめ，学校設置に対する
規制が強く働いてきたとされる東アジア諸国において
は，メインストリームの学校教育に対峙するオルタナ
ティブ・スクールが，公的な認可を受けるのは難しい
状況にあった。「公教育」を「直接公的規制の対象と
なる教育で，公の性質を持つとされる教育，とくに国
公私立学校の教育」（市川 2006： 7）と解するのだと
すれば，東アジア諸国では，オルタナティブ・スクー
ルが長きに渡って「公教育」の枠外に位置づいてきた
と言える。その点，構造改革特別区域の指定を受ける
ことによって，これまで公教育の枠外で独自の実践を
展開してきた団体でも学校の設置が可能となったこと
は，オルタナティブ・スクールが公教育の担い手とし
て認められつつあることを示すとともに，参入規制の
緩和による供給主体の多様化が図られてきたことを表
している。
　これまでの議論では，NPMの手法をとるガバナン
ス改革が進展し，教育の供給主体に多様化が図られる
ことに対して，両義的な評価がなされてきた。財政基
盤の脆弱なフリースクール・フリースペースにとっ
て，公費の助成を得られることのメリットは確かに大
きい。「不登校の権利」をどこまで認めるかについて
は議論があるものの，一条校への通学・登校を前提と
せず，不登校の子どもが有する「特別ニーズ」（渡部 

2009）を充足するという観点から，親がフリースクー
ル・フリースペースを選択しやすい環境を整えるこ
とも必要だろう。また，自治体・企業・NPO／NGO・
住民団体・市民団体といった多様なアクターによる
ネットワークが構築されることで，「親の会」などが
政策上の問題点や改善点をこれまで以上に訴えかけて
いくことも可能となるかもしれない（小松 2004）。し
かし同時に，オルタナティブ・スクールをめぐる議論
では，公費助成を整えるのと引き換えに質保証のため
の規制や評価を課す「積極支援・管理型」に，日本の
施策が移行しつつあることも指摘されている（永田 
2005：285-287）。また，自治体や企業の主導するネッ
トワークに参入すれば，NPOの特徴である個別性や柔
軟性を重視した運営の原理を優先するのではなく，公
平性や効率性といった価値とも接続することが求めら
れる可能性もある（平塚 2004）。NPMの手法をとるガ
バナンス改革は，「親の会」やフリースクール・フリー
スペースに対してメリットとデメリットの双方をもた
らすことが認識されてきたと言えよう。
　しかしながら，ガバメントからガバナンスへの転換
が志向される近年の教育改革の中で，「親の会」やフ
リースクール・フリースペースにいかなる対応が求め
られるのか，先行研究では必ずしも明らかにされてい
ない。確かに，これまでの議論でも指摘されてきたよ
うに，NPOなどの民間団体にとって公的機関と水平
的なネットワークを構築し，対等な立場に立つこと
は，独自性のある実践を継続していくためにも重要だ
ろう（新川 2007）。ただ同時に，子どもたちの特別な
ニーズに応答することを第一に考えるのならば，公的
機関から課される一定のコントロールを受け入れなが
らも，戦略性を持って協働に臨むという選択もありう
る。ガバナンス改革がもたらすメリットとデメリット
を，「親の会」やフリースクール・フリースペースは，
どのように調整する必要があるのか。オルタナティ
ブな教育の位置づけが刻々と変化するなかにあって，
「市民による教育事業」の取るべき戦略を明らかにす
ることが今後の課題だと言えよう。

Ｃ．小結
　以上の議論からも明らかなように，親や住民の位置
づけを再定位する動きが広がるなかで重要なのは，社
会や学校で困難な状況に置かれた子どもの成長や発達
を「市民による教育事業」が保障できる体制を築くこ
とにある。「市民による教育事業」に対しては，それ
が学校教育の閉鎖性や画一性を打破する契機となるの
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か，それとも安価な労働力として活用される懸念や公
的セクターの下請けとなる可能性があるのか，両義的
な評価がなされてきた。しかしその背後には，親や住
民の位置づけを再定位することが子どもの成長や発達
を保障するうえでいかなる意義と課題を有しているの
かという論点が通底していたと言える。たとえ学校教
育の閉鎖性や画一性を打破する契機になったとして
も，それがある特定の属性を持つ子どもの排除に繋が
るのであれば，親や住民の位置づけを再定位する動き
には慎重にならねばならない。社会や学校で困難な状
況に置かれた子どもの成長や発達を支えるために「市
民による教育事業」はどのような活動や実践を切り開
けばよいのかを明らかにする必要があると言えよう。
　では，「市民による教育事業」に求められる役割や
機能を明確にするため，今後の研究ではいかなる課題
に取り組むべきなのか。教育参加と教育運動の議論に
共通する課題として，次の二点を指摘したい。第一
に，「市民による教育事業」では社会や学校で困難な
状況に置かれた子どもとどのように向き合っていく必
要があるのかを明らかにすることが課題となる。この
点については，親や住民による学校への参画を促すこ
とで生起しうる抑圧や排除の問題を乗り越える方途
を見定めるという意義を有するため，「親の会」やフ
リースクール・フリースペースで行われてきた先駆的
な実践も参照しながら，検討することになる。第二
に，社会や学校で困難な状況に置かれた子どもの成長
や発達を継続して支えていくため，「市民による教育
事業」は関係機関とどのようなネットワークを築いて
いく必要があるのかを明らかにすることが課題とな
る。ガバナンス改革が進展し，教育の供給主体に多様
化が図られるなかで，「市民による教育事業」が取る
べき戦略に迫ることとなろう。

３．子どもへの〈支援〉

　それでは，これらの研究課題に迫るため，いかなる
観点から「市民による教育事業」の活動を分析するこ
とが必要なのだろうか。本章ではまず，社会や学校か
ら排除されてきた子ども・若者が集いうる場として注
目を集めてきた「居場所」に関する議論を参照しなが
ら，社会や学校で困難な状況に置かれた子どもと向き
合うなかで大人に求められる役割を〈支援〉という
枠組で分析することの有効性を論じる。そのうえで，
〈支援〉に関して教育や福祉の領域で展開されてきた
議論を検討し，先の研究課題に迫るための具体的な論

点を示したい。

Ａ．「居場所」論
　萩原（2001）によれば，「居場所」という言葉はも
ともと，不登校の子どもが集うフリースクールやフ
リースペースのことを意味していた。不登校に対して
厳しいまなざしが向けられていた1980年代に，劣等感
や不安感から自己を否定的に評価せざるを得なかった
子どもたちが，学校価値に囚われることなく，安心し
て居心地よく過ごせるような場所，自由に活動できる
ような場所として，「居場所」は立ち上げられた。そ
の後1992年には当時の文部省が，登校拒否問題への対
応に関して，学校が「児童生徒にとって自己の存在感
を実感でき精神的に安心していることのできる場所―
『心の居場所』―としての役割」を果たすよう求める
など（3），子ども・若者の「居場所」を確保する必要性
が広く認識されるようになった。近年では，「地域子
ども教室」や「放課後子ども教室」のような事業でも，
子どもたちの安全で安心な「居場所」づくりが目標と
して掲げられるようになったが，もともと「居場所」
というのは「学校的文脈を離れたところにあって，学
校価値に否定的あるいは対立的な意味合いを含んでい
る」とされる（住田 2003： 4）。
　「居場所」をめぐっては，小学校・中学校や青少年
施設を子どもたちがどのように「居場所」として活用
しているのかが明らかにされるとともに，そもそも子
どもの「居場所」とはいかなる条件によって構成され
るのかについても検討がなされてきた。たとえば住
田（2003： 7）は，「他者が子どもに共感的な，ある
いは同情的な理解や態度を示せば，子どもは他者の，
そうした態度を通して，その他者に対して信頼感や安
心感を覚え，その他者との関係性のなかに安心とか安
らぎ，くつろぎといった居心地のよさという感覚的な
意味を付与することができる」としたうえで，「他者
との関係性」を子どもの「居場所」を構成する最も重
要な要因だと指摘する。また萩原（2011：50-51）も，
「居場所」とは「観念的な場所であったり，客観的な
物理的空間としてではなく，具体的な他者・自然・事
物との関係において生起する関係概念」であるとす
る。「居場所」の成立は，当事者である子ども・若者
において体感される周囲との関係性によって左右され
ると言えよう。
　それでは，「居場所」をつくるうえで，大人にはど
のような姿勢をとることが求められてきたのだろう
か。この点について住田（2003： 7）は，共感的な，
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同情的な理解や態度を示す他者との関係性が子ども
にとって重要であることを踏まえ，「居場所」におい
ては「子どもに対して命令し，禁止し，管理し，指示
し，期待するといったような要求的な，あるいは強制
的な行動は否定される」と指摘する。また萩原（2011：
69）も，一方的な意味づけや価値づけや方向づけを働
かせることなく，「子ども・若者とともに生きる『同
行者』としての関わり」を求め，「厳密な意味での『指
導』という関わりは，居場所の意味からして常に子ど
も・若者の自己形成を阻害する危険性をはらんでいる」
とした。社会や学校から排除されてきた子ども・若者
にも開かれた「居場所」とするため，大人には「管理」
や「指導」から距離を置くことが求められてきたと言
えよう。
　ここで注目すべきは，〈支援〉という概念である。
かつて教育学では，教師の持つ権力性が問題とされ
た時に，自分が今考えていることは万人に当てはま
るはずだという強制的普遍化の論理を押し付けること
に反省が促され，教師の視界を越えた外部に生き，教
師とは異なった言語コードを所有する「他者」とし
て子どもを理解することの重要性が指摘された（高
橋 1998）。その後，子どもに対する教師の一方的な働
きかけを意味する「指導」に対置される形で，それぞ
れの子どもが置かれている状況と個々のニーズに合わ
せてなされる〈支援〉への関心も高まっている（安部 
2010）。また福祉の領域でも，障碍者や高齢者の「管
理」が「当事者」の自己決定を奪っていることに批判
が展開されて以降，「当事者」の個別的なニーズに応
答することを重視した〈支援〉の実践に注目が寄せら
れてきた。「管理」や「指導」に対置される〈支援〉
とは，自己の解釈や経験を押し付けるのではなく，個
別性への配慮と応答に重きを置きながら子どもと向き
合うことだと定義できよう。
　以上の議論を踏まえると，社会や学校で困難な状況
に置かれた子どもと「市民による教育事業」がどの
ように向き合っていく必要があるのかを分析する際
には，〈支援〉という概念を用いることが有効だと言
える。「居場所」についての議論でも指摘されてきた
ように，大人がこれまでに依拠してきた解釈や経験を
押し付ける「管理」や「指導」に走れば，ある特定の
属性を持つ子どもが排除されることにも繋がりかねな
い。むろん，学校でも「管理」や「指導」が繰り返さ
れているはずはなく，教師が児童・生徒に向き合うな
かでは，個別性への配慮と応答に重きを置いた〈支
援〉の重要性が意識されることもあるだろう。しか

し，教師の持つ価値や論理との差異にも目を向けなが
ら，あらゆる子どもの成長や発達を保障するうえで
「市民による教育事業」が切り開くべき活動や実践を
明らかにするためにも，あえて〈支援〉という観点か
ら分析を行うことが有効だと言える。

Ｂ．〈支援〉をめぐる論点
　それでは，〈支援〉という観点から「市民による教
育事業」の活動を分析した時に，いかなる論点が浮上
することになるのか。ここでは，〈支援〉に関して教
育や福祉の領域で展開されてきた議論を検討し，先の
研究課題に迫るための具体的な論点を示したい。

（ 1）〈支援〉の難点
　社会や学校で困難な状況に置かれた子どもと「市民
による教育事業」がどのように向き合う必要があるの
かを明らかにするため，まずは，個別性への配慮と応
答に重きを置いた〈支援〉を進めるなかで大人がいか
なる立場に置かれるのかを検討しなければならない。
先にも述べたように，「親の会」やフリースクール・
フリースペースは，学校教育からの離脱や逸脱を余儀
なくされた子どものニーズに柔軟性をもって応答して
きた先駆的な事例に位置づき，これまでの議論では，
大人によって充足されるべき子どものニーズがあると
いう前提に立って，その活動の持つ意義が特徴づけら
れる傾向にあった。しかし，自己の解釈や経験を押し
付けることなく，それぞれの子どもから発せられる
ニーズを把握することがどこまで可能なのか，そもそ
も明らかでない。
　福祉の領域では，障碍者や高齢者から発せられる
ニーズを看取していくというのが決して容易な実践で
はなく，各人の自己決定を尊重するのだとしても，そ
こには検討されるべき課題があるという議論がなされ
てきた。たとえば医療の分野では，患者一人一人の
ニーズが十分に尊重されない現状に批判が展開され
る中で，患者自身の自己決定に任せようとするイン
フォームド・コンセントのような動きが広がってき
た。しかし，三井（2004：34-38）が指摘するように，
患者が自分からは何も主張しないケースも多々見られ
ることや，患者が自身の「生」を支える上で何が必要
かを把握しているとは限らないことを考えれば，各人
の自己決定に任せればよいというほど問題は単純でな
い。また，「知的障害」など「他者との間の関係に存
する障害＝障壁」があるケースを，「理解できない／
表現できないという『できなさ』を当人が抱えている
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というだけでなく，その人がわかるように伝えられな
い／その人の思いや心情を理解できないという『でき
なさ』を周囲も抱えている」のだと捉えるとすれば（三
井 2010：120），各人のニーズを看取することがいか
に困難な実践かを容易に推し測ることができよう。実
際に，「知的障害」や「自閉」とされる人々に対する〈支
援〉としていかなる可能性がありうるのかを模索する
動きも見られる（寺本ほか 2008）。
　併せて，〈支援〉は常にパターナリズムへと転化す
る可能性を有していることも見逃してはならない。
「知的障害」を持つ当事者の自己決定を支えることに
重きを置くとしても，「支援するということは，どの
ような人がどのように振る舞おうとも，それ自体がす
でに介入となる」ため，「支援は先回りするべきか，
後追いするべきかの間で揺れ動く」ことにならざるを
得ない（寺本 2008：65-66）。また，障碍者家族をめ
ぐる議論においては，専門家だけでなく親もまた，障
碍を持つ子どもから自己決定権を奪う存在であること
が主張され，「脱施設」とともに「脱家族」という目
標が掲げられることもあった（中西・上野 2003）。実
際に土屋（2002）は，家族に対する社会からのまなざ
しや，家族という構造のもつ抑圧性に目を向けなが
ら，親は必ずしも障害をもつ子どもの利益を代弁する
立場にないことを明らかにしている。たとえ親であっ
ても，自己の解釈や経験を押し付けることなく，子ど
もから発せられるニーズを把握することは，容易では
ない。
　以上の議論からもわかるように，社会や学校で困難
な状況に置かれた子どもと「市民による教育事業」が
どのように向き合う必要があるのかを明らかにするた
めには，大人と子どもの立場の違いをふまえたうえ
で，まずは子どもに対する〈支援〉の持つ難点に迫ら
ねばならないと言えよう。子どもから直接に意思表示
がなければ，学習や生活の当事者である子どものニー
ズを，大人は推し測ることしかできない。自己の解釈
や経験を押し付けることなく，それぞれの子どもから
発せられるニーズを把握しようにも，その子の思いや
心情を理解できないという「できなさ」を大人が抱え
ることもあるだろう。大人によって充足されるべき子
どものニーズが明確になっているという前提に立つこ
となく，子どものニーズを把握するまでのプロセスそ
のものに問い直しを図る必要がある。

（ 2）〈支援〉の技法
　それでは，子ども一人一人が有するニーズへの配慮

と応答に重きを置いた〈支援〉には，いかなる技法が
求められるのだろうか。福祉の領域で長く議論されて
きたように，確かに障碍者や高齢者に対して周囲がパ
ターナリズムを働かせ，庇護と管理のもとに置くこと
は，「当事者」の自己決定権を奪うことに繋がる。し
かし，特に子どものケースを考えてみると，パターナ
リズムを徹底して拒否するのは難しい。子どもが自己
のニーズを表出できるのであれば，大人が代弁する必
要はないのかもしれないが，それは，成長や発達の段
階に応じて制限されうるからだ（中根 2006）。社会か
らの差別や排除の結果としてマイノリティの立場に追
いやられたニューカマーの子どもたちをめぐる議論に
おいても，パターナリズムを一概には拒否していない
（清水ほか 2007）。ここには，パターナリズムをめぐ
る困難が立ち表れている。
　ただ，〈支援〉する／されるという関係の非対称性
に〈支援〉する側が安住することは，〈支援〉される
側の個別的なニーズを看取するうえで大きな障害にな
りうるとして，教育と福祉のいずれの領域において
も，非対称な関係性を乗り越えていく必要があると捉
えられてきた。たとえば佐藤恵（2010：58-68）は，
ボランティアと障害者の関係性を分析するなかで，障
害者を自己に依存させることでコントロール感覚を得
ようとするボランティアを，障害者とともに新たな意
味世界を構築することによって各人のニーズを「発
見」していくボランティアとは対極に位置づけ，それ
が自己の無力性・脆弱性を隠微する方途として機能し
ていることを明らかにした。ここでは，〈支援〉をす
る側が優位に立ち続けるような関係性の下では，〈支
援〉される側の社会的には可視性の低いニーズを「発
見」することが困難になるという問題が示されてい
る。また，ニューカマーの教育支援に関する議論の中
では，マジョリティである日本人がマイノリティであ
るニューカマーを支えるという構造に日本人の優位性
が隠微されているという問題が見出され，支援―被支
援の関係を固定化することなく，両者がニーズを共有
していけるような関係づくりが重要だと指摘されてい
る（中島 2007a）。〈支援〉する側の解釈や経験の安易
な押し付けにならないようにするため，〈支援〉され
る側との間にどのような関係を構築すべきなのか，対
称性の観点から検討していくことが，これまでの研究
では模索されてきた。
　併せて，〈支援〉される側の個別的なニーズを看取
することと関係して，〈支援〉する側のアイデンティ
ティにゆらぎが生じることの意義が論じられてきた点
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についても，見逃してはならない。障害者や高齢者の
「生」を支える営みにおいては，自己の解釈枠組みに
固執することなく能力や権限の限界を認め，自身の弱
さ（無力性・脆弱性・可傷性）に向き合うことが，障
害者や高齢者の固有性を「発見」することに繋がると
された（似田貝 2008； 三井 2008； 佐藤 2010）。また，
ニューカマーへの教育支援が論じられる中でも，日
本人―外国人という非対称な関係性を変革するため，
両者の関係性そのものを日本人の支援者が「私の問
題」として捉え返すことの意義が提起されている（中
島 2007b）。〈支援〉する側の解釈や経験の安易な押し
付けとなることを避けるためには，自己の限界や弱さ
を認めるプロセスが必要となり，「私」の立場そのも
のを問題の俎上にあげねばならない。個別性への配慮
と応答に重きを置くことの難しさを乗り越えるため，
〈支援〉する側が自己のアイデンティティに問い直し
を図ることが重視されてきたと言えよう。
　以上の議論を踏まえると，子ども一人一人が有する
ニーズへの配慮と応答に重きを置いた〈支援〉の技法
を明らかにするためには，大人は子どもとどのような
関係を取り結ぶべきなのかを対称性の観点から検討す
るとともに，大人自身のアイデンティティにいかなる
影響があるのかという問題に焦点を当てることが重要
となる。〈支援〉の持つ難点を乗り越えるためにも，
大人と子どもの関係性を問い直し，〈支援〉の技法を
模索する必要があり，それは，社会や学校で困難な状
況に置かれた子どもとの関係のなかで「市民による教
育事業」が果たすべき役割を明確にすることに繋がる
と言えよう。

（ 3）〈支援〉の制度化
　次に，ガバナンス改革が進展し，教育の供給主体に
多様化が図られるなかで，「市民による教育事業」は
関係機関とどのようなネットワークを築いていく必要
があるのかを明らかにするため，〈支援〉の制度化を
可能とする条件について検討を行わねばならない。社
会や学校で困難な状況に置かれた子どもたちの成長や
発達を支えていくためには，個別性への配慮と応答に
重きを置いた〈支援〉が継続される制度を設ける必要
がある。しかし，〈支援〉の制度化にはそもそも次の
ような問題が潜んでいる。
　まず，〈支援〉の制度化が果たされたとしても，常
にその制度からとりこぼされる領域は生じてしまうと
いうジレンマがある。福祉の領域では，〈支援〉は制
度化を必要とするが，同時に制度では対応できない面

を持つと言われてきた。たとえば崎山（2008）は，苦
しみの経験を生きる人々を支える制度が作られること
の意義を認めながらも，近代の医療・介護などの制度
が最大公約数の対象者を対象とし，それを広く行き渡
らせるなかである程度パターン化されていくため，そ
こから「こぼれ落ちる」困難経験を抱える人々を不可
避的に生み出すという問題を指摘する。「市民による
教育事業」が関係機関とネットワークを築くことで
〈支援〉の制度化を試みたとしても，そこで進められ
る実践がパターン化することになれば，子ども一人一
人が有するニーズに応答することが難しくなり，ある
特定の属性を持った子どもが「こぼれ落ちる」ことに
なるかもしれない。個別性や柔軟性といった価値を有
する〈支援〉の実践は，一般化・普遍化を志向する制
度化と必ずしも相性が良くないため，子どもに対する
〈支援〉を制度化するうえでも，どのようにしてその
制度からとりこぼされる領域を生み出さないようにす
るのかが課題となろう。
　併せて，先にも指摘したように，自治体や企業の主
導するネットワークに参入することになれば，「市民
による教育事業」であっても，公平性や効率性を追い
求めねばならなくなる可能性を有する。障害者支援に
関する議論では，多様な個別的ニーズに対応しようと
するボランティア／NPOと，一律「平等」の対応を行
わざるをえない行政の行動原理の差異をどのように乗
り越えられるのかが模索されてきた（佐藤恵 2003）。
民間事業者の参入も進むなかで，ボランティア／NPO
が個別性や柔軟性を重視した運営の原理をどこまで
維持できるのかが問われてきたと言える。また，公
的な認可を受けて運営されるようになったオルタナ
ティブ・スクールを対象とする調査では，新たな環境
に身を置くことによって，これまで「オルタナティ
ブ」な理念の下に統合されていた成員の価値や認識に
変化が生じつつある様子も観察されている（武井・金 
2011）。公平性や効率性といった価値とどのように折
り合いを付けることができるのか，自治体や企業との
ネットワークを築くことで「市民による教育事業」の
内部へと及びうる影響にも目を向けながら，明らかに
する必要があろう。

4 ．おわりに

　本稿では，教育参加と教育運動に関する先行研究を
レビューすることで，「市民による教育事業」では社
会や学校で困難な状況に置かれた子どもとどのように
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向き合い，関係機関といかなるネットワークを築いて
いく必要があるのかを明らかにすることが，今後の研
究課題となりうることを指摘した。また，「市民によ
る教育事業」の活動を分析する際には〈支援〉という
観点を用いることが有効であるとし，〈支援〉の難点
と技法，さらには〈支援〉の制度化を可能とする条件
について検討することの重要性を指摘した。以上の
課題に対する詳細な検討は他日に期すこととなるが，
「市民による教育事業」の果たすべき役割を再吟味す
ることは，子どもを取り巻く〈支援〉のネットワーク
を公立学校の内外に築くための方途を見定めることに
繋がると言えよう。
 （指導教員　勝野正章准教授）

註
（ 1）「ボランティア活動においては，諸個人は，まず

0 0

『何かをし
たい』とだけ意志する『主体＝自発性』として承認される」ため，
現状への反省を行い，別の可能性を探ろうとする「自省性＝再
帰性」がそこには存在しないとされる（中野 1999：88，傍点マ
マ）。

（ 2）たとえば横山・清水（2005）では，学校組織が住民組織と「意
味共有」を図りながら合同運動会を継続させていく様子を描き
出すことで，両者の「協働」を可能とする要因を説明している。

（ 3）http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/t19920924001/
t19920924001.html（最終アクセス日：2011年 9月19日）
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